
○旭市宅地開発指導要綱 

平成17年７月１日 

告示第105号 

（目的） 

第１条 この要綱は、旭市における無秩序な宅地開発及び環境破壊並びに開発区域及びその

周辺における災害及び公害等を防止し、健全な生活環境を形成するため、宅地開発等の指

導に関し必要な事項を定めるとともにその履行を指導し、もって本市の均衡ある発展と市

民生活の福祉増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 宅地開発等 主として建築物の建築の用に供する目的で行う一団の土地の区画形質

の変更をいう。 

(2) 事業者 宅地開発等の事業を施行する者をいう。 

(3) 公共施設 道路、公園、緑地、上水道等給水施設、下水道、河川、水路、汚水処理

施設、排水施設、消防施設及びその他の施設で公共の用に供するものをいう。 

(4) 公益施設 教育施設、医療施設、官公庁施設、通信施設及びその他の施設で市民生

活の福祉増進に必要なものをいう。 

（適用範囲） 

第３条 この要綱は、次の各号のいずれかに該当する宅地開発等（自己の居住の用に供する

もの並びに農林水産業の生産及び集荷等の用に供するものを除く。以下同じ。）について

適用する。 

(1) 区域の面積が、1,000平方メートル以上の規模で行われる宅地開発等 

(2) 集合住宅等（貸室、戸建貸家及び旅館等を含む。）の建築で、その計画戸数が10戸

以上のもの 

(3) 同一事業者が一定区域において行う一体と認められる宅地開発等でその合計面積又

は合計計画戸数が前２号に該当することとなるもの 

(4) 複数の事業者が行う一団の宅地開発等について、それらが共同事業と認められる事

業でその合計面積又は合計計画戸数が第１号又は第２号に該当することとなるもの 

（事前協議） 

第４条 事業者は、前条の規定により適用対象となる宅地開発等を行おうとする場合は、宅
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地開発事業事前（変更）協議申請書（第１号様式その１及びその２）を市長に提出し、そ

の計画についてあらかじめ市長と協議し、宅地開発事業施行同意書（第２号様式）を得な

ければならない。また、当該宅地開発等を変更する場合においても同様とする。 

２ 前項の申請書には、別表第１に掲げる書類を添付するものとする。 

（整備基準） 

第５条 事業者は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）及びその他

の法令を遵守するとともに、別表第２に定める整備基準により、公共施設及び公益施設を

自らの責任において整備しなければならない。 

２ 前項の整備に要する費用は、事業者の負担とする。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、第１条の目的に掲げる基本理念に基づいた宅地開発等の計画を策定する

とともに、本市の実施する施策に協力しなければならない。 

２ 事業者は、宅地開発等の計画を周辺住民に十分説明し、理解と協力が得られるよう努め

なければならない。 

３ 事業者は、その責めに帰すべき事由による、事業区域周辺の排水若しくは利水又は土砂

くずれ若しくは出水等による被害については、その補償の責めを負わなければならない。 

４ 事業者は、当該工事の施工に当たって、騒音、振動又は汚水等によって周辺住民の健康

又は生活環境に被害を及ぼすことのないよう、適切な措置を講じなければならない。 

５ 事業者は当該工事の施工に当たっては、工事に伴う土砂及び資材等の搬出入に係る運搬

経路、期間及び時間帯等並びに交通安全対策について、関係機関と協議し、必要な措置を

講じなければならない。 

６ 事業者は、工事完了後も開発区域の空地の管理について、表土の飛砂、流出の防止、風

致、衛生及び火災予防等に必要な措置を採らなければならない。また、販売に当たっては、

譲受者に対してこのことを周知徹底しなければならない。 

（行政指導の遵守） 

第７条 事業者は、計画、設計及び施工等、宅地開発等の全過程において、この要綱を遵守

し、市の指導に従って事業を施行しなければならない。 

（検査及び立入調査） 

第８条 市長は、必要に応じて、職員をして開発区域内に立ち入らせ、必要な調査又は検査

をすることができる。 

２ 市長は、必要に応じて、事業者に対して報告又は資料の提出を求めることができる。 
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３ 市長は、前２項の調査又は検査の結果、不備な箇所がある等特に必要と認めるときは、

その箇所の整備を勧告することができる。 

（協定の締結） 

第９条 市長は、必要に応じて、宅地開発等の施行等について事業者と協定を締結すること

ができる。 

（工事の廃止中止） 

第10条 事業者は、工事を廃止し、又は中止しようとするとき、すでに施工された工事に

よって生ずる災害及び公害等を防止し、その工事によって開発区域周辺の土地利用に支障

をきたさないよう適切な措置を講ずるとともに、宅地開発事業工事廃止（中止）届（第３

号様式）を市長に提出しなければならない。 

（完了届） 

第11条 事業者は、宅地開発等に係る工事が完了したときは、速やかに宅地開発事業工事

完了届（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

（完了検査及び検査済証） 

第12条 市長は、前条の工事完了届を受理したときは、速やかに工事完了検査を行い、当

該工事がこの要綱に適合すると認めた場合は、宅地開発事業検査済証（第５号様式）を事

業者に交付するものとする。 

（関係課との細部協議） 

第13条 事業者は、宅地開発等の計画、設計及び施行等について、関係課と細部協議をす

るものとする。 

（旭市宅地開発事業等対等協議会） 

第14条 市長は、この要綱に基づく指導等に疑義又は不都合を認めたときは、旭市宅地開

発事業等対策協議会において協議するものとする。 

（法に定める開発行為との関係） 

第15条 法に定める開発行為の許可を受ける場合において、その整備基準は原則として法

令の定めるところによるものとする。ただし、法令に定めのない事項については、千葉県

宅地開発事業指導要綱及びこの要綱の整備基準によるものとする。 

２ 法第32条の規定による協議に当たっては、本要綱の規定による事前協議をするものと

し、当該申請に当たってこの要綱の各様式は、法の規定に適合するものに変更するものと

する。 

（都市計画区域以外の区域における宅地開発事業との関係） 
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第16条 千葉県宅地開発事業の基準に関する条例（昭和44年千葉県条例第50号）の規定に

より宅地開発事業について確認を受ける場合は、その整備基準は原則として前条第１項の

規定を適用する。 

（その他） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、必要と認める事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成17年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日の前日までに、合併前の旭市宅地開発指導要綱（平成７年旭市告示

第102号）、海上町宅地開発事業指導要綱（平成３年海上町告示第16号）又は飯岡町宅地

開発事業指導要綱（昭和62年飯岡町制定）の規定によりなされた処分、手続きその他の

行為は、それぞれこの要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

別表第１（第４条関係） 

１ 書類 

書類名 内容 摘要 

1 設計説明書 設計の方針、土地の現況及び土地利

用計画等を記載する。 

第6号様式 

2 公共施設の管理者

等に関する事項 

公共施設の種類別ごとに番号を付

し、公共施設の次に公益施設を記載す

る。 

第7号様式 

（自己用の場合は原則とし

て不要） 

3 開発行為施行同意

書 

開発区域内の土地又は工作物の所

有権者、仮登記権者及び抵当権者等の

同意 

様式任意 

4 隣接地の境界確認

書 

隣接地の所有権者の境界確認 様式任意 

5 公共施設管理者の

同意書 

当該宅地開発等に直接関係のある

公共施設管理者（道路、水路等で財産

権又は管理権を有する者）の同意 

・土木工事許可又は占使用許

可等が必要な場合は、当該許

可書の写しを添付すること。 

・同意書は、同意内容を具体

的に明示すること。 
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6 給水に関する書類 上水道施設設置事前協議の回答書   

7 埋蔵文化財に関す

る書類 

埋蔵文化財の所在の有無及びその

取扱いについての回答書 

  

8 土地の登記事項証

明書 

開発区域に含まれる土地の登記事

項証明書 

  

9 消防水利に関する

書類 

旭市消防署消防長との協議回答書   

10 その他必要な書類 

２ 図面（設計図には、設計者の記名押印をしなければならない。） 

図面の種類 明示すべき事項 摘要 

1 開発区域図 開発区域を明らかに表示するに必

要な範囲内において字界及び土地の

形状並びに道水路等公共施設 

1／2,500以上 

2 公図写し 

（千葉地方法務局八日

市場支局） 

開発区域及びその隣接地の地番を

表示し、区域の境界を明示しているも

の 

縮尺、方位、取得年月日を記

載すること。 

3 実測図 境界標の種類等を表示し、各辺長を

明記すること。 

1／500又は1／600 

4 現況図 開発区域及び周辺の土地の状況（土

地の標高及び用途等）が分かるもの 

1／2,500以上 

5 土地利用計画図 開発区域の境界、公共施設及び公益

施設の位置及び形状並びに予定建築

物の敷地の形状及び予定建築物の用

途 

1／1,000以上 

土地利用の種別毎に色分け

すること。 

6 造成計画平面図 開発区域の境界、切土又は盛土をす

る部分、がけ又は擁壁の位置、道路の

位置と幅員及び勾配、宅地の地盤高及

び面積 

1／1,000以上 

切土又は盛土を色分けする

こと。 

7 道路縦横断図 各路線毎の断面を示すもの、また横

断図については幅員毎の標準断面図 

縮尺任意 
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8 排水計画図 

（流量計算書等算定資

料を添付すること。） 

排水区域の区域界並びに施設の位

置、種類、勾配、水の流れ方向、吐口

の位置及び放流先の名称 

1／500以上 

9 給水施設計画平面図 給水施設の位置、形状、及び取水方

法並びに消火栓の位置 

1／500以上 

10 消防水利平面図 消防水利の種類・位置を表示したも

の 

1／1,000以上 

11 各種構造図 貯水槽、排水施設、給水施設、道路

等の各構造を図示したもので、寸法材

料等を記入したもの 

1／100以上 

別表第２（第５条関係） 

整備基準 

公共施設等の区分 整備基準 

1 道路 (1) 開発区域内の道路の幅員（「有効幅員」をいう。以下同じ。）は、

4メートル以上とする。 

(2) 開発区域内に都市計画決定されている道路又は一般道路の新設

若しくは改良計画のある場合は、その計画に支障を与えてはならな

い。 

(3) 開発区域内の道路は、原則として区域外の車両の通行に支障のな

い幅員4メートル以上の道路に接続しなければならない。 

(4) 開発区域内の袋状道路については、建築基準法施行令（昭和25

年政令第338号）第144条の4第1項第1号によるものとする。 

(5) 道路は、原則としてアスファルト舗装としなければならない。な

お、その舗装構成は、路盤150ミリメートル以上、表層50ミリメー

トル以上とする。 

(6) 道路が交差又は屈曲する場合は、その角地の隅切りをしなければ

ならない。なお、隅切りは原則として両隅切りとし、その長さは建

築基準法施行令第144条の4第1項第2号に定める基準による。 

(7) 道路が、屈曲又は水路等に隣接する等交通の危険を伴う箇所に

は、防護柵等危険防止のための施設を設置するものとする。 

2 雨水排水 (1) 開発区域内の雨水排水施設は、放流先の排水能力等を勘案して、
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開発区域及び開発区域周辺に溢水等による被害を起こさない構造

及び能力を有していなければならない。 

(2) 流末排水路は、開発区域及び開発区域周辺の流出量を勘案し、必

要に応じて開発区域外の排水可能地点まで整備しなければならな

い。 

(3) 公共の用に供することとなる排水施設及びその用地は、原則とし

て市に帰属する。また、当該施設の構造はU字溝にあっては内幅300

ミリメートル以上の落蓋式U字溝（蓋付き、グレーチングを1割以

上）とし、暗渠にあっては内径又は内幅300ミリメートル以上であ

ること。 

(4) 開発区域内の雨水量の算定式は、Q＝1／360×C×I×Aを標準と

して算出する。この際、I＝5270／（t＋36）、t＝7＋L／60とする。

（旭市下水道計画の降雨強度（7年確率）） 

3 汚水排水 (1) 汚水を河川及び水路等に放流する場合は、汚水処理施設を設置し

なければならない。また、公共下水道計画及び旭市農業集落排水事

業計画等が定められている場合は、これに適合していなければなら

ない。 

(2) 汚水処理施設の水質基準は、原則として生物化学的酸素要求量及

び化学的酸素要求量を20ミリグラム／リットル以下とする。また、

浄化槽を設置する場合は、合併処理浄化槽とする。 

(3) 汚水処理施設は、事業者又は居住者の責任において維持管理し、

処理水が水質基準を超えた場合は、速やかに施設を改善しなければ

ならない。 

4 上水道 (1) 宅地開発を行う場合は、原則として旭市水道事業の給水を受ける

ものとし、給水を受けるに至るまでの施設等の計画を市長と協議の

上、必要な施設を整備するものとする。 

(2) 事業者が整備した水道施設は、原則として市に帰属するものとす

る。 

5 消防施設 (1) 消防法に基づく消防水利基準に従い消防水利施設を確保するも

のとし、施設等の計画については市長及び旭市消防署消防長と協議

するものとする。 
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(2) 事業者が整備した消防水利施設は、原則として市に帰属するもの

とする。 

6 駐車場 (1) 集合住宅等にあっては、原則として開発区域内に、計画戸数分以

上の駐車場を確保しなければならない。 

(2) 事務所又は店舗にあっては、原則として開発区域内に事業の内容

に応じて必要台数分以上の駐車場を確保しなければならない。 

7 ゴミ集積所 (1) ゴミ集積所は、その規模及び位置について市長と協議の上、必要

に応じて収集作業に適し、かつ、環境衛生上適切な場所に設置する

ものとする。 

(2) ゴミ集積所の維持管理は、事業者又は利用者が行うものとする。 

8 防犯灯等 (1) 防犯灯は、市長と協議の上設置するものとする。 

(2) 防犯灯は、事業者又は居住者の責任において管理するものとす

る。 

9 交通対策 道路交通の安全と円滑を確保するため、市長及び関係機関と協議の

上道路照明・カーブミラー等の交通安全施設を設置するものとし、当

該施設は原則として市に帰属するものとする。 

10 電柱 電柱を設置する場合は、原則として道路敷地外にその用地を確保す

るものとする。 

11 区画割の制限 宅地分譲を目的とした宅地開発における一区画当たりの面積は、原

則として165平方メートル以上とする。 
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第１号様式（第４条関係） 

第２号様式（第４条関係） 

第３号様式（第10条関係） 

第４号様式（第11条関係） 

第５号様式（第12条関係） 

第６号様式（別表第１関係） 

第７号様式（別表第１関係） 
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